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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

    ２．従業員数には、嘱託１名を含んでおります。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 4,773,314 5,112,793 5,211,919 9,861,290 10,271,759 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△46,878 12,984 7,112 △28,607 35,122 

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失(△)（千円） 
△97,503 25,305 6,162 △53,271 41,808 

純資産額（千円） 1,654,589 1,723,850 1,746,215 1,698,585 1,740,264 

総資産額（千円） 7,750,478 7,909,645 8,180,505 7,879,015 7,876,756 

１株当たり純資産額（円） 347.14 361.76 366.57 356.44 365.25 

１株当たり中間（当期）純利

益又は１株当たり中間（当

期）純損失(△)（円） 

△20.45 5.31 1.29 △11.18 8.77 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 21.3 21.8 21.3 21.6 22.1 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
26,472 △71,601 △192,695 112,893 △107,076 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
460 △9,514 1,896 △11,160 △3,184 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△134,859 △1,720 221,768 △87,095 △4,829 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
51,410 91,137 89,852 173,974 58,883 

従業員数（人） 25 26 29 25 27 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含んでおりません。 

    ２．従業員数には、嘱託１名を含んでおります。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 4,773,314 5,112,793 5,211,919 9,861,290 10,271,759 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△46,671 13,148 6,945 △28,400 35,286 

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失(△)（千円） 
△97,437 25,469 5,995 △53,204 41,972 

資本金（千円） 1,439,340 1,439,340 1,439,340 1,439,340 1,439,340 

発行済株式総数（千株） 4,776 4,776 4,776 4,776 4,776 

純資産額（千円） 1,654,527 1,723,953 1,746,152 1,698,524 1,740,367 

総資産額（千円） 7,750,463 7,909,801 8,180,496 7,879,010 7,876,915 

１株当たり純資産額（円） 347.12 361.78 366.56 356.43 365.27 

１株当たり中間（当期）純利

益又は１株当たり中間（当

期）純損失(△)（円） 

△20.44 5.34 1.26 △11.16 8.81 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 21.3 21.8 21.3 21.6 22.1 

従業員数（人） 25 26 29 25 27 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。又、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

鋼材部門 22 

管理部門等 7 

合計 29 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 29 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題による米国経済の減速等、不安要因はあった

ものの、企業収益の増加により、設備投資や雇用情勢の回復も堅調に推移するなど、景気は緩やかな回復を続けまし

た。 

鉄鋼業界におきましても、自動車、造船、機械関係は引き続き好調ですが、建設業界は公共事業の減少や談合問

題、あらゆる資材・運送費のコストアップなど厳しい課題を依然抱えながらようやく需要回復の兆しが伺われるよう

になって参りました。 

一方、当社グループの取扱い比率の高い条鋼類におきましては、建築基準法改正の影響による建築工事の発注遅れ

から、需要が低調に推移いたしました。さらに、メーカー各社の原料高に伴う製品値上げにより、当社グループの仕

入価格は上昇を余儀なくされました。 

このような中、当社グループは、従来以上に小ロットの取扱い及び配送頻度の増加等サービスの向上に努め、販売

価格への転嫁を目指しましたが、充分な成果が出なかった結果、当中間連結会計期間における売上高は、5,211百万

円（前年同期比1.9％増）となりましたが、損益面では、営業利益71百万円（前年同期比0.3％減）、経常利益７百万

円（前年同期比45.2％減）、中間純利益６百万円（前年同期比75.6％減）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、89百万円（前期末比30百万円の

増加）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益を７百万円計上しましたが、売上債権の増加

405百万円等により192百万円の資金の減少（前年同期は71百万円の資金の減少）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産の取得による支出及びその他（貸付金の回収）により１百

万円の資金の増加（前年同期は９百万円の資金の減少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金が純額で増加し、221百万円の資金の増加（前年同期は１百

万円の資金の減少）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を品目別に示すと下記のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主要な販売先については、総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先はありません。 

品目別 金額（千円） 前年同期比（％） 

形鋼 3,387,901 99.0 

棒鋼 1,215,238 110.4 

加工製品 332,144 99.2 

鋼板 276,635 108.2 

合計 5,211,919 101.9 



３【対処すべき課題】 

当社グループは、高水準にある借入金の圧縮を最優先課題として認識しており、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行や伊

藤忠丸紅テクノスチール株式会社の人的・資金的支援のもと、平成18年５月に発表いたしました新事業計画に基づ

き、利益の確保に向けた徹底したローコスト経営体制の確立を目指し、業務の効率化と諸経費の節減に努めて参りま

したが、その進捗状況は以下のとおりであります。 

既に成果も現れて来ておりますが、引き続き目標の達成実現に注力し、収益力回復、財務内容改善に向け、全役職

員努力邁進いたす所存でございます。 

なお、事業計画に関する実施状況や重要な変更等につきましては、取締役会の決定後四半期報告等にて直ちに開示

いたします。 

［新事業計画の骨子及び進捗状況］ 

①株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及び伊藤忠丸紅テクノスチール株式会社よりの人的支援の継続による業務体制の強

化 

  → 両社から人的支援受入れ済み。 

②営業体制の抜本的改革の継続実行 

  → デリバリー安定のため、新規運送業者確保等、運送体制を強化中。 

→ 収益マインドの醸成と個別採算重視の販売方針の徹底を実行中。 

③営業収益による着実な借入金の圧縮 

  → 短期借入金は運転資金の増減により増加するも、長期借入金については、約定返済化により、収益にて着

実に借入金返済実施中。 

［新事業計画の計数］ 

（利益及び借入金残高計画） 

（注）資産売却計画はございません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 特記すべき事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

 
平成18年3月期

実績 
平成19年3月期

計画 
平成19年3月期 

 実績 
平成20年3月期 

計画 
平成20年3月期

見込 

売  上  高（百万円） 9,861 11,067 10,271 12,230 10,900 

売 上 総 利 益（百万円） 963 1,236 1,065 1,409   

販  管  費（百万円） 878 1,004 911 1,054   

営 業 利 益（百万円） 85 232 154 355 205 

経 常 利 益（百万円） △28 113 35 236 75 

当 期 純 利 益（百万円） △53 79 41 198 73 

営 業 利 益 ＋

減 価 償 却 費（百万円） 
172 318 240 441   

経 常 利 益 ＋

減 価 償 却 費（百万円） 
58 198 121 322   

借入金残高計画（百万円） 4,115 3,917 4,110 3,595   



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 19,100,000 

計 19,100,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月18日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 4,776,000 同左  
株式会社ジャスダック証

券取引所 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 4,776,000 同左  － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

  

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日  

  

－ 4,776,000 － 1,439,340 － 360,000 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株含まれております。なお、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれておりません。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

財団法人横浜記念金沢の文

化創生財団 
石川県金沢市広坂１丁目１－１ 600 12.6 

横浜 健 兵庫県西宮市 444 9.3 

有泉 洋 山梨県甲斐市 143 3.0 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 128 2.7 

伊藤忠丸紅テクノスチール

株式会社 
東京都千代田区大手町１丁目６－１ 123 2.6 

山下 武 横浜市港北区 101 2.1 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行 
東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 100 2.1 

横浜鋼業従業員持株会 大阪市西区九条南２丁目24－20 95 2.0 

株式会社藤木工務店 大阪市中央区備後町１－７－10 91 1.9 

宋 宇 福岡市東区 69 1.4 

計 － 1,894 39.7 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    12,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  4,736,000 4,724 － 

単元未満株式 普通株式    28,000 － － 

発行済株式総数 4,776,000 － － 

総株主の議決権 － 4,724 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおける役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

横浜鋼業株式会社 
大阪市西区九条南２

丁目24－20 
12,000 － 12,000 0.3 

計 － 12,000 － 12,000 0.3 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 156 294 285 254 212 176 

低（円） 144 151 217 211 170 151 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     101,137     99,852     68,883  

２．受取手形及び売
掛金 

※１ 
※３   1,589,586     1,798,329     1,393,299  

３．商品 ※１   345,632     511,375     577,917  

４．その他     45,530     42,239     49,349  

５．貸倒引当金     △7,166     △6,828     △6,659  

流動資産合計     2,074,721 26.2   2,444,969 29.9   2,082,790 26.4 

Ⅱ 固定資産                    

(1）有形固定資産                    

１．建物及び構築
物 

※１ 2,885,042     2,885,042     2,885,042    

減価償却累計
額   1,564,156 1,320,885   1,641,926 1,243,116   1,602,596 1,282,446  

２．機械装置   341,829     341,829     341,829    

減価償却累計
額   305,812 36,016   312,115 29,713   309,265 32,563  

３．土地 ※１   4,395,569     4,395,569     4,395,569  

４．その他   60,353     60,567     60,353    

減価償却累計
額   29,995 30,358   31,922 28,645   31,070 29,283  

有形固定資産合
計     5,782,829     5,697,044     5,739,861  

(2）無形固定資産     276     4,684     2,600  

(3）投資その他の資
産                    

１．投資有価証券     4,196     4,196     4,196  

２．破産債権等     1,178     800     800  

３．その他     118,907     100,777     118,482  

４．貸倒引当金     △72,464     △71,966     △71,975  

投資その他の資
産合計     51,818     33,807     51,503  

固定資産合計     5,834,924 73.8   5,735,536 70.1   5,793,965 73.6 

資産合計     7,909,645 100.0   8,180,505 100.0   7,876,756 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金 

※１ 
※３   1,937,556     1,950,871     1,912,899  

２．短期借入金 ※１   1,852,000     2,257,000     1,857,000  

３．一年以内に返済予
定の長期借入金 

※１   296,040     336,040     356,040  

４．未払法人税等     4,512     4,139     5,019  

５．賞与引当金     7,600     8,060     7,750  

６．その他     108,307     122,535     87,097  

流動負債合計     4,206,017 53.2   4,678,646 57.2   4,225,806 53.6 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※１   1,965,280     1,739,240     1,897,260  

２．退職給付引当金     5,498     6,383     4,425  

３．その他     9,000     10,020     9,000  

固定負債合計     1,979,778 25.0   1,755,644 21.5   1,910,685 24.3 

負債合計     6,185,795 78.2   6,434,290 78.7   6,136,491 77.9 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     1,439,340 18.2   1,439,340 17.5   1,439,340 18.2 

２ 資本剰余金     360,000 4.5   360,000 4.4   360,000 4.6 

３ 利益剰余金     △73,265 △0.9   △50,601 △0.6   △56,763 △0.7 

４ 自己株式     △2,223 △0.0   △2,523 △0.0   △2,312 △0.0 

株主資本合計     1,723,850 21.8   1,746,215 21.3   1,740,264 22.1 

純資産合計     1,723,850 21.8   1,746,215 21.3   1,740,264 22.1 

負債純資産合計     7,909,645 100.0   8,180,505 100.0   7,876,756 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,112,793 100.0   5,211,919 100.0   10,271,759 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,587,142 89.7   4,675,966 89.7   9,205,874 89.6 

売上総利益     525,651 10.3   535,952 10.3   1,065,885 10.4 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費                    

１．運賃   201,487     192,966     399,290    

２．倉庫関連物流費
用   55,866     59,116     116,222    

３．役員報酬   15,224     19,780     34,714    

４．給料手当   49,214     53,223     106,740    

５．賞与引当金繰入
額   7,600     8,060     7,750    

６．退職給付費用   4,769     7,668     9,140    

７．租税公課   18,900     19,228     38,070    

８．減価償却費   42,815     43,392     85,904    

９．その他   58,433 454,311 8.9 61,402 464,839 8.9 113,205 911,037 8.9 

営業利益     71,339 1.4   71,112 1.4   154,847 1.5 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   311     302     714    

２．受取配当金   0     0     321    

３．受取賃貸料   3,117     3,134     6,201    

４．仕入割引   6,239     12,423     15,960    

５．その他   835 10,503 0.2 966 16,826 0.3 1,219 24,418 0.2 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   49,698     57,746     102,493    

２．手形売却損   15,839     18,925     34,946    

３．その他   3,320 68,858 1.3 4,154 80,826 1.6 6,702 144,142 1.4 

経常利益     12,984 0.3   7,112 0.1   35,122 0.3 

Ⅵ 特別利益                    

１．貸倒引当金戻入
益   14,080 14,080 0.2 － － － 15,075 15,075 0.1 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産除却損 ※ 809     －     809    

２．取引先和解金   － 809 0.0 － － － 5,680 6,489 0.0 

税金等調整前中
間（当期）純利
益 

    26,255 0.5   7,112 0.1   43,708 0.4 

法人税、住民税
及び事業税     950 0.0   950 0.0   1,900 0.0 

中間（当期）純
利益     25,305 0.5   6,162 0.1   41,808 0.4 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 
株主資本 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

1,439,340 360,000 △98,571 △2,182 1,698,585 1,698,585 

中間連結会計期間中の変動額            

中間純利益     25,305   25,305 25,305 

自己株式の取得       △40 △40 △40 

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円） 

－ － 25,305 △40 25,265 25,265 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

1,439,340 360,000 △73,265 △2,223 1,723,850 1,723,850 

 
株主資本 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

1,439,340 360,000 △56,763 △2,312 1,740,264 1,740,264 

中間連結会計期間中の変動額            

中間純利益     6,162   6,162 6,162 

自己株式の取得       △211 △211 △211 

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円） 

－ － 6,162 △211 5,950 5,950 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

1,439,340 360,000 △50,601 △2,523 1,746,215 1,746,215 

 
株主資本 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

1,439,340 360,000 △98,571 △2,182 1,698,585 1,698,585 

連結会計年度中の変動額            

当期純利益     41,808   41,808 41,808 

自己株式の取得       △129 △129 △129 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － 41,808 △129 41,679 41,679 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

1,439,340 360,000 △56,763 △2,312 1,740,264 1,740,264 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  26,255 7,112 43,708 

減価償却費   42,815 43,392 85,904 

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  △14,080 160 △15,075 

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

  △746 1,958 △1,819 

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

  △5,450 310 △5,300 

受取利息及び受取配
当金 

  △311 △303 △1,036 

仕入割引   △6,239 △12,423 △15,960 

支払利息   49,698 57,746 102,493 

手形売却損   15,839 18,925 34,946 

有形固定資産除却損   809 － 809 

売上債権の増加額   △210,106 △405,030 △13,441 

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  9,868 66,541 △222,415 

仕入債務の増減額
（減少：△） 

  2,378 37,971 △22,278 

その他   78,354 60,490 44,325 

小計   △10,913 △123,149 14,861 

利息及び配当金の受
取額 

  311 303 1,036 

仕入割引の受取額   6,239 10,295 15,960 

利息の支払額   △65,338 △78,244 △137,035 

法人税等の支払額   △1,900 △1,900 △1,900 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △71,601 △192,695 △107,076 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

無形固定資産の取得
による支出 

  － △2,400 － 

有形固定資産の取得
による支出 

  △5,805 △214 △5,805 

その他   △3,709 4,510 2,620 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △9,514 1,896 △3,184 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

短期借入金の純増加
額 

  88,000 400,000 93,000 

長期借入れによる収
入 

  100,000 － 250,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △189,680 △178,020 △347,700 

自己株式の取得によ
る支出 

  △40 △211 △129 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,720 221,768 △4,829 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △82,837 30,969 △115,091 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  173,974 58,883 173,974 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 91,137 89,852 58,883 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 子会社は、連結子会社である㈱ハ

マコーコーポレイション１社であ

ります。 

同左 同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用すべき関連会社はあ

りません。 

同左 同左 

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は９月30

日であります。 

同左 連結子会社の決算日は３月31日で

あります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のないもの 

同左 

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のないもの 

同左 

       
  ② 商品 

…主として移動平均法に

よる原価法 

② 商品 

…移動平均法による原価

法 

② 商品 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 有形固定資産 

…定率法 

 ただし、堺スチールセン

ターの建物、構築物につい

ては、定額法 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

 建物及び構築物 

６年～50年 

 機械装置  11年～12年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 有形固定資産 

同左 

     （会計方針の変更） 

  法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律 平成

19年３月30日 法律第６号）及

び（法人税法施行令の一部を改

正する政令 平成19年３月30日

政令第83号））に伴い、平成19

年４月１日以降に取得した有形

固定資産については、改正後の

法人税法に基づく方法に変更し

ております。当該変更が営業利

益、経常利益、税金等調整前中

間純利益及び中間純利益に与え

る影響は、いずれも軽微であり

ます。 

  

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売掛金、貸付金等の債権の

貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に充て

るため、支給見込額に基づき

計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、退職給付に係る会計基

準に規定されている簡便法に

基づき、当中間連結会計期間

末における在籍従業員の自己

都合要支給額及び年金受給者

の責任準備金（退職給付債

務）より年金資産を控除した

金額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、退職給付に係る会計基

準に規定されている簡便法に

基づき、当連結会計年度末に

おける在籍従業員の自己都合

要支給額及び年金受給者の責

任準備金（退職給付債務）よ

り年金資産を控除した金額を

計上しております。 

  (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

(5）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金からなっておりま

す。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金からなっております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,723,850千円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間末に

おける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、改正後の中間連結

財務諸表規則により作成しておりま

す。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

  当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,740,264千円であります。 

  なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

財務諸表は、改正後の連結財務諸表

規則により作成しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 「手形売却損」については、前中間連結会計期間にお

いて、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示しておりましたが、重要性が増したため、

当中間連結会計期間から区分掲記することとしました。 

 なお、前中間連結会計期間における「手形売却損」の

金額は、14,950千円であります。 

────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※１．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※１．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

(1）担保提供資産 (1）担保提供資産 (1)担保提供資産 

商品 345,632千円

建物 789,603 

土地 4,382,569 

合計 5,517,805千円

受取手形      19,957千円

商品 511,375 

建物 739,531 

土地 4,382,569 

合計    5,653,433千円

受取手形       35,874千円

商品 577,917 

建物 764,575 

土地 4,382,569 

合計   5,760,936千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

買掛金 345,632千円

短期借入金 1,457,000 

１年以内に返済予

定の長期借入金 
296,040 

長期借入金 1,963,960 

合計 4,062,632千円

買掛金      511,375千円

短期借入金 1,796,957 

１年以内に返済予

定の長期借入金 
276,040 

長期借入金 1,689,240 

合計    4,273,613千円

買掛金   577,917千円

短期借入金 1,532,874 

１年以内に返済予

定の長期借入金 
296,040 

長期借入金 1,817,260 

合計    4,224,092千円

２．偶発債務 

   受取手形割引高 

  

1,974,572千円

２．偶発債務  

   受取手形割引高 

  

 1,600,632千円

２．偶発債務  

   受取手形割引高 

  

 1,922,704千円

※３．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計処

理については、当中間連結会計期間の末日

は金融機関の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理しております。

当中間連結会計期間末日満期手形の金額は

次のとおりであります。 

※３．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計処

理については、当中間連結会計期間の末日

は金融機関の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理しております。

当中間連結会計期間末日満期手形の金額は

次のとおりであります。 

※３．連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理に

ついては、当連結会計年度の末日が金融機

関の休日でしたが、満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。当連結会

計年度末日満期手形の金額は次のとおりで

あります。 

受取手形 5,061千円

支払手形 82,836千円

受取手形      4,169千円

支払手形       78,852千円

受取手形      3,628千円

支払手形    109,976千円

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※固定資産除却損は次のとおりであります。 ――――― ※固定資産除却損は次のとおりであります。 

建物及び構築物 809千円   建物及び構築物    809千円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加200株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,000株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数 

（株） 

発行済株式        

普通株式 4,776,000 － － 4,776,000 

合計 4,776,000 － － 4,776,000 

自己株式        

普通株式（注） 10,600 200 － 10,800 

合計 10,600 200 － 10,800 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数 

（株） 

発行済株式        

普通株式 4,776,000 － － 4,776,000 

合計 4,776,000 － － 4,776,000 

自己株式        

普通株式（注） 11,368 1,000 － 12,368 

合計 11,368 1,000 － 12,368 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加768株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 4,776,000 － － 4,776,000 

合計 4,776,000 － － 4,776,000 

自己株式        

普通株式（注） 10,600 768 － 11,368 

合計 10,600 768 － 11,368 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 101,137千円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
△10,000 

現金及び現金同等物 91,137千円

現金及び預金勘定       99,852千円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
△10,000 

現金及び現金同等物       89,852千円

現金及び預金勘定      68,883千円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
△10,000 

現金及び現金同等物       58,883千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

車両運搬具 5,700 1,900 3,800 

その他 6,960 3,004 3,956 

合計 12,660 4,904 7,756 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

車両運搬具 5,700 3,040 2,660 

その他 6,960 4,396 2,564 

合計 12,660 7,436 5,224 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

車両運搬具 5,700 2,470 3,230 

その他 6,960 3,700 3,260 

合計 12,660 6,170 6,490 

ファイナンス・リース取引に

かかる取得価額相当額の算定

方法は、未経過リース料中間

期末残高の有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が

低いため、利子込み法によっ

ております。 

同左 ファイナンス・リース取引に

かかる取得価額相当額の算定

方法は、未経過リース料期末

残高の有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、利子込み法によっており

ます。 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 2,532千円

１年超 5,224 

合計 7,756千円

１年内  2,532千円

１年超 2,692 

合計  5,224千円

１年内  2,532千円

１年超 3,958 

合計 6,490千円

ファイナンス・リース取引に

かかる未経過リース料中間期

末残高相当額の算定方法は、

未経過リース料残高の有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、利子込

み法によっております。 

同左 ファイナンス・リース取引に

かかる未経過リース料期末残

高相当額の算定方法は、未経

過リース料残高の有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、利子込み法によ

っております。 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 1,266千円

減価償却費相当額 1,266千円

支払リース料  1,266千円

減価償却費相当額 1,266千円

支払リース料 2,532千円

減価償却費相当額  2,532千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間（平成18年９月30日） 

１．時価評価されていない有価証券の内容 

当中間連結会計期間（平成19年９月30日） 

１．時価評価されていない有価証券の内容 

前連結会計年度（平成19年３月31日） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

（当中間連結会計期間） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

（前連結会計年度） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 4,196 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 4,196 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 4,196 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社グループは、「鋼材関連事業」を営んでおり、単一セグメントであるため、該当事項はありません。 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 当社グループは、「鋼材関連事業」を営んでおり、単一セグメントであるため、該当事項はありません。 

 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社グループは、「鋼材関連事業」を営んでおり、単一セグメントであるため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため該当事項はありません。 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため該当事項はありません。 

 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）算定上の基礎 

 １．１株当たり純資産額 

 ２．１株当たり中間（当期）純利益 

（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 361円76銭

１株当たり中間純利益 ５円31銭

１株当たり純資産額    366円57銭

１株当たり中間純利益   １円29銭

１株当たり純資産額    365円25銭

１株当たり当期純利益   ８円77銭

潜在株式が存在しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の記

載は省略しております。 

同左 潜在株式が存在しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の記

載は省略しております。 

 
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（千円） 1,723,850 1,746,215 1,740,264 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（千円） 
1,723,850 1,746,215 1,740,264 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（株） 

4,765,200 4,763,632 4,764,632 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 25,305 6,162 41,808 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
25,305 6,162 41,808 

期中平均株式数（株） 4,765,367 4,764,132 4,765,136 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   101,120     99,839     68,869    

２．受取手形 
※２ 
※４ 

419,517     684,813     339,867    

３．売掛金   1,170,069     1,113,515     1,053,431    

４．たな卸資産 ※２ 345,632     511,375     577,917    

５．その他   45,530     42,239     49,349    

６．貸倒引当金   △7,166     △6,828     △6,659    

流動資産合計     2,074,703 26.2   2,444,956 29.9   2,082,776 26.4 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物 ※２ 793,042     742,774     767,913    

(2）構築物   527,843     500,341     514,532    

(3）土地 ※２ 4,395,569     4,395,569     4,395,569    

(4）その他   66,374     58,358     61,846    

計   5,782,829     5,697,044     5,739,861    

２．無形固定資産   276     4,684     2,600    

３．投資その他の資
産                    

(1）破産債権等   1,178     800     800    

(2）その他   411,810     393,710     411,385    

(3）貸倒引当金   △360,997     △360,699     △360,508    

計   51,992     33,811     51,677    

固定資産合計     5,835,097 73.8   5,735,539 70.1   5,794,138 73.6 

資産合計     7,909,801 100.0   8,180,496 100.0   7,876,915 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形 ※４ 389,255     350,910     365,904    

２．買掛金 ※２ 1,548,301     1,599,961     1,546,995    

３．短期借入金(１年
以内に返済予定
の長期借入金含
む) 

※２ 2,148,040     2,593,040     2,213,040    

４．賞与引当金   7,600     8,060     7,750    

５．その他   112,873     126,728     92,172    

流動負債合計     4,206,070 53.2   4,678,699 57.2   4,225,862 53.6 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※２ 1,965,280     1,739,240     1,897,260    

２．退職給付引当金   5,498     6,383     4,425    

３．その他   9,000     10,020     9,000    

固定負債合計     1,979,778 25.0   1,755,644 21.5   1,910,685 24.3 

負債合計     6,185,848 78.2   6,434,343 78.7   6,136,548 77.9 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     1,439,340 18.2   1,439,340 17.5   1,439,340 18.2 

２ 資本剰余金                    

資本準備金   360,000     360,000     360,000    

資本剰余金合計     360,000 4.5   360,000 4.4   360,000 4.6 

３ 利益剰余金                    

その他利益剰余
金                    

繰越利益剰余
金   △73,162     △50,664     △56,660    

利益剰余金合計     △73,162 △0.9   △50,664 △0.6   △56,660 △0.7 

４ 自己株式     △2,223 △0.0   △2,523 △0.0   △2,312 △0.0 

株主資本合計     1,723,953 21.8   1,746,152 21.3   1,740,367 22.1 

純資産合計     1,723,953 21.8   1,746,152 21.3   1,740,367 22.1 

負債純資産合計     7,909,801 100.0   8,180,496 100.0   7,876,915 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,112,793 100.0   5,211,919 100.0   10,271,759 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,587,142 89.7   4,675,966 89.7   9,205,874 89.6 

売上総利益     525,651 10.3   535,952 10.3   1,065,885 10.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     454,162 8.9   465,007 8.9   910,888 8.9 

営業利益     71,488 1.4   70,944 1.4   154,996 1.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１   10,503 0.2   16,826 0.3   24,418 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２   68,844 1.3   80,825 1.6   144,127 1.4 

経常利益     13,148 0.3   6,945 0.1   35,286 0.3 

Ⅵ 特別利益 ※３   14,080 0.2   － －   15,075 0.1 

Ⅶ 特別損失 ※４   809 0.0   － －   6,489 0.0 

税引前中間（当
期）純利益     26,419 0.5   6,945 0.1   43,872 0.4 

法人税、住民税及
び事業税     950 0.0   950 0.0   1,900 0.0 

中間（当期）純利
益     25,469 0.5   5,995 0.1   41,972 0.4 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  株主資本 

純資産合
計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

その他利
益剰余金 

利益剰余
金合計 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

1,439,340 360,000 360,000 △98,632 △98,632 △2,182 1,698,524 1,698,524 

中間会計期間中の変動額                

中間純利益       25,469 25,469   25,469 25,469 

自己株式の取得           △40 △40 △40 

中間会計期間中の変動額合
計（千円） 

－ － － 25,469 25,469 △40 25,428 25,428 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

1,439,340 360,000 360,000 △73,162 △73,162 △2,223 1,723,953 1,723,953 

  株主資本 

純資産合
計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

その他利
益剰余金 

利益剰余
金合計 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

1,439,340 360,000 360,000 △56,660 △56,660 △2,312 1,740,367 1,740,367 

中間会計期間中の変動額                

中間純利益       5,995 5,995   5,995 5,995 

自己株式の取得           △211 △211 △211 

中間会計期間中の変動額合
計（千円） 

－ － － 5,995 5,995 △211 5,784 5,784 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

1,439,340 360,000 360,000 △50,664 △50,664 △2,523 1,746,152 1,746,152 

  株主資本 

純資産合
計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

その他利
益剰余金 

利益剰余
金合計 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

1,439,340 360,000 360,000 △98,632 △98,632 △2,182 1,698,524 1,698,524 

事業年度中の変動額                

当期純利益       41,972 41,972   41,972 41,972 

自己株式の取得           △129 △129 △129 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － 41,972 41,972 △129 41,843 41,843 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

1,439,340 360,000 360,000 △56,660 △56,660 △2,312 1,740,367 1,740,367 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

       
  (2）たな卸資産 

移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

…定率法 

 ただし、堺スチールセンタ

ーの建物、構築物について

は、定額法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

 建物、構築物 ６年～50年 

 機械装置   11年～12年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

     （会計方針の変更） 

 法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律 平成

19年３月30日 法律第６号）及

び（法人税法施行令の一部を改

正する政令 平成19年３月30日

政令第83号））に伴い、平成19

年４月１日以降に取得した有形

固定資産については、改正後の

法人税法に基づく方法に変更し

ております。当該変更が営業利

益、経常利益、税引前中間純利

益及び中間純利益に与える影響

は、いずれも軽微でありま

す。  

  

  (2）無形固定資産 

…定額法 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）を採

用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

…定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛金、貸付金等の債権の貸

倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に充てる

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付に係る会計基準に

規定されている簡便法に基づ

き、当中間会計期間末における

在籍従業員の自己都合要支給額

及び年金受給者の責任準備金

（退職給付債務）より年金資産

を控除した金額を計上しており

ます。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付に係る会計基準に

規定されている簡便法に基づ

き、当期末における在籍従業員

の自己都合要支給額及び年金受

給者の責任準備金（退職給付債

務）より年金資産を控除した金

額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,723,953千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間末における

中間貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

  従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,740,367千円であります。 

  なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における財務諸表

は、改正後の財務諸表等規則により

作成しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

  1,899,964千円    1,985,963千円   1,942,932千円

※２．担保提供資産及び対応債務 ※２．担保提供資産及び対応債務 ※２．担保提供資産及び対応債務 

(1）担保提供資産 (1）担保提供資産 (1）担保提供資産 

たな卸資産 345,632千円

建物 789,603 

土地 4,382,569 

 合計 5,517,805千円

受取手形     19,957千円

たな卸資産 511,375千円

建物 739,531 

土地 4,382,569 

 合計  5,653,433千円

受取手形  35,874千円

たな卸資産 577,917 

建物 764,575 

土地 4,382,569 

 合計 5,760,936千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

買掛金 345,632千円

短期借入金 1,753,040 

（１年以内に返済予

定の長期借入金含

む） 

 

長期借入金 1,963,960 

 合計 4,062,632千円

買掛金    511,375千円

短期借入金 2,072,997 

（１年以内に返済予

定の長期借入金含

む） 

 

長期借入金 1,689,240 

 合計  4,273,613千円

買掛金  577,917千円

短期借入金 1,828,914 

（１年以内に返済予

定の長期借入金含

む） 

 

長期借入金 1,817,260 

 合計 4,224,092千円

３．偶発債務 

   受取手形割引高 

  

1,974,572千円

３．偶発債務  

   受取手形割引高 

  

  1,600,632千円

３．偶発債務  

   受取手形割引高 

  

  1,922,704千円

※４．中間会計期間末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、当中間会計期間の末日は金融機

関の休日でしたが、満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。当中間会

計期間末日満期手形の金額は次のとおりで

あります。 

※４．中間会計期間末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、当中間会計期間の末日は金融機

関の休日でしたが、満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。当中間会

計期間末日満期手形の金額は次のとおりで

あります。 

※４．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、

当期の末日は金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理して

おります。期末日満期手形の金額は次のと

おりであります。 

受取手形 5,061千円

支払手形 82,836千円

受取手形      4,169千円

支払手形     78,852千円

受取手形      3,628千円

支払手形    109,976千円

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主なもの ※１．営業外収益のうち主なもの ※１．営業外収益のうち主なもの 

受取利息 311千円

受取配当金 0千円

受取賃貸料 3,117千円

仕入割引 6,239千円

受取利息    302千円

受取配当金  0千円

受取賃貸料      3,134千円

仕入割引      12,423千円

受取利息    714千円

受取配当金    321千円

受取賃貸料      6,201千円

仕入割引    15,960千円

※２．営業外費用のうち主なもの ※２．営業外費用のうち主なもの ※２．営業外費用のうち主なもの 

支払利息 49,698千円

手形売却損 15,839千円

支払利息      57,746千円

手形売却損      18,925千円

支払利息   102,493千円

手形売却損   34,946千円

※３．特別利益の内訳 ３．      ────── ※３．特別利益の内訳 

貸倒引当金戻入益 14,080千円     貸倒引当金戻入益   15,075千円

※４．特別損失の内訳 ４．       ────── ※４．特別損失の内訳 

建物及び構築物除

却損 809千円

  

  

建物及び構築物除

却損 

取引先和解金  

      809千円

5,680千円

５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 

有形固定資産 42,734千円

無形固定資産 36千円

有形固定資産      43,031千円

無形固定資産   316千円

有形固定資産    85,702千円

無形固定資産   112千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加200株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,000株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加768株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式（注） 10,600 200 － 10,800 

合計 10,600 200 － 10,800 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式（注） 11,368 1,000 － 12,368 

合計 11,368 1,000 － 12,368 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注） 10,600 768 － 11,368 

合計 10,600 768 － 11,368 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得

価額相当額、減価

償却累計額相当額

及び中間期末（期

末）残高相当額 

     

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固
定資産      

「その
他」      

［車両
運搬
具］ 

5,700 1,900 3,800 

［工具
器具及
び備
品］ 

6,960 3,004 3,956 

合計 12,660 4,904 7,756 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固
定資産      

「その
他」      

［車両
運搬
具］ 

5,700 3,040 2,660 

［工具
器具及
び備
品］ 

6,960 4,396 2,564 

合計 12,660 7,436 5,224 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

有形固
定資産      

「その
他」      

［車両
運搬
具］ 

5,700 2,470 3,230 

［工具
器具及
び備
品］ 

6,960 3,700 3,260 

合計 12,660 6,170 6,490 

  ファイナンス・リース取引にかかる

取得価額相当額の算定方法は、未経

過リース料中間期末残高の有形固定

資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、利子込み法によってお

ります。 

同左 ファイナンス・リース取引にかかる

取得価額相当額の算定方法は、未経

過リース料期末残高の有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、利子込み法によっております。 

(2）未経過リース料中

間期末（期末）残

高相当額 

１年内 2,532千円

１年超 5,224千円

合計 7,756千円

１年内      2,532千円

１年超      2,692千円

合計      5,224千円

１年内      2,532千円

１年超      3,958千円

合計      6,490千円

  ファイナンス・リース取引にかかる

未経過リース料中間期末残高相当額

の算定方法は、未経過リース料中間

期末残高の有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、利

子込み法によっております。 

同左 ファイナンス・リース取引にかかる

未経過リース料期末残高相当額の算

定方法は、未経過リース料期末残高

の有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、利子込み法によ

っております。 

(3）支払リース料及び

減価償却費相当額 

     

支払リース料 

減価償却費相当額 

  1,266千円

  1,266千円

       1,266千円

       1,266千円

       2,532千円

       2,532千円

(4）減価償却費相当額

の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

（１株当たり情報） 

 （注）算定上の基礎 

 １．１株当たり純資産額 

 ２．１株当たり中間（当期）純利益 

（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 361円78銭

１株当たり中間純利益 ５円34銭

１株当たり純資産額    366円56銭

１株当たり中間純利益   １円26銭

１株当たり純資産額    365円27銭

１株当たり当期純利益   ８円81銭

潜在株式が存在しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の記

載は省略しております。 

同左 潜在株式が存在しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の記

載は省略しております。 

 
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 
前事業年度末 

(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（千円） 1,723,953 1,746,152 1,740,367 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（千円） 
1,723,953 1,746,152 1,740,367 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（株） 

4,765,200 4,763,632 4,764,632 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 25,469 5,995 41,972 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
25,469 5,995 41,972 

期中平均株式数（株） 4,765,367 4,764,132 4,765,136 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第61期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日近畿財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

   平成19年９月４日近畿財務局長に提出。 

   事業年度（第61期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成18年12月19日 

横浜鋼業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 丹治 茂雄   印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 多田 滋和   印 

         

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている横浜鋼

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、横浜鋼業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成19年12月10日 

横浜鋼業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 丹治 茂雄   印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 多田 滋和   印 

         

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる横浜鋼業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、横浜鋼業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成18年12月19日 

横浜鋼業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 丹治 茂雄   印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 多田 滋和   印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている横浜鋼

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、横浜鋼業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成19年12月10日 

横浜鋼業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 丹治 茂雄   印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 多田 滋和   印 

         

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる横浜鋼業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第62期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、横浜鋼業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）ライツプランの内容
	(4）発行済株式総数、資本金等の状況
	(5）大株主の状況
	(6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/46
	pageform2: 2/46
	form1: EDINET提出書類  2007/12/18 提出
	form2: 横浜鋼業株式会社(401392)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/46
	pageform4: 4/46
	pageform5: 5/46
	pageform6: 6/46
	pageform7: 7/46
	pageform8: 8/46
	pageform9: 9/46
	pageform10: 10/46
	pageform11: 11/46
	pageform12: 12/46
	pageform13: 13/46
	pageform14: 14/46
	pageform15: 15/46
	pageform16: 16/46
	pageform17: 17/46
	pageform18: 18/46
	pageform19: 19/46
	pageform20: 20/46
	pageform21: 21/46
	pageform22: 22/46
	pageform23: 23/46
	pageform24: 24/46
	pageform25: 25/46
	pageform26: 26/46
	pageform27: 27/46
	pageform28: 28/46
	pageform29: 29/46
	pageform30: 30/46
	pageform31: 31/46
	pageform32: 32/46
	pageform33: 33/46
	pageform34: 34/46
	pageform35: 35/46
	pageform36: 36/46
	pageform37: 37/46
	pageform38: 38/46
	pageform39: 39/46
	pageform40: 40/46
	pageform41: 41/46
	pageform42: 42/46
	pageform43: 43/46
	pageform44: 44/46
	pageform45: 45/46
	pageform46: 46/46


